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第一章 序論 

 

1-1 本研究の背景 

外国人の定住が進むにつれて，外国人居住者と日本人居住者との関係や日常生活に関する問

題が報告されるようになった 1)．稲葉らの研究によると，「ごみの出し方・不法投棄」，「室内で

の生活雑音」，「日本語で意思疎通ができないこと」が特に問題として挙げられる 2)という．   

廃棄物分野においては，近年，一般廃棄物対策を行う自治体によって，住民のごみ排出にお

ける意識啓発のために，積極的な取り組みが行われている 3)．これらの具体的な手段は，広報

誌やパンフレットの発行・配布，HP の開設，講習会やイベントの開催であり，単にごみ分別

収集への協力を呼び掛けるだけではなく，購買・消費を含めた住民のライフスタイルの見直し

を促している 3)．特に，啓発パンフレットを用いた情報提供に関しては，神崎らが，家庭ごみ

の計量調査から，啓発パンフレットを伴う情報提供のごみ減量効果 3)を明らかにしており，住

民への情報提供の重要性が示されている． 

各自治体において，住民への意識啓発に関する取り組みが積極的に行われている一方で，外

国人住民に対する情報提供に関しては，多言語対応が行われている 4)ものの，依然として母国

語による情報提供の充実が求められている 5)．  

外国人のごみ出し問題に関する先行研究については，多文化共生や住居問題に関する研究に

おいて，外国人のごみ排出問題の発生の報告 2)，6)，7)，8)がある他，一部の自治体における外国人

住民への取り組み事例 2)の紹介が行われている．しかし，全国的な発生状況やごみ出し問題の

詳細などは，明らかにされておらず，現段階で，廃棄物分野における先行研究や，外国人のご

み出し問題をテーマにした論文は確認されていない． 

よって本研究においては，適切な情報提供が，外国人のごみ出し問題の解決にむけての重要

な条件の一つであると考えた上で，この点に着目して研究を進めることとする． 

 

1-2 本研究の目的 

本研究の目的は以下の 3つである． 

目的 1：外国人によるごみ排出問題行動の現状把握 

目的 2：自治体による情報提供方法の把握 

目的 3：現行の情報提供方法の課題の具体化，改善への提案 

 

1-3 本研究の意義 

本研究の意義は以下の 2つである． 

意義 1：外国人住民を受け入れていく上で役立つこと 

意義 2：今後のごみ分別等の促進に役立つこと 
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1-4 本研究の方法 

本研究の目的を以下のような方法で達成する． 

(1)  文献調査 

日本国内の外国人住民を取り巻く状況について，文献調査を行う． 

(2) 全国各市への予備アンケート調査 

全国各市（789 市）の廃棄物担当課に対する予備アンケート調査を行い，ごみ出し問題の現

状，自治体による情報提供の方法や工夫などについて調査する．  

(3) 滋賀県立大学留学生への予備ヒアリング調査 

 滋賀県立大学留学生を対象に，日本のごみ排出において困ったことや，ごみの分別に関する

意見などを調査する． 

(4) 彦根市市民環境部清掃センターへの予備ヒアリング調査 

 滋賀県彦根市市民環境部清掃センター担当職員を対象に，本アンケート票作成に向け，調査

表に関する相談や外国人を対象とした情報提供に関する意見などを調査する． 

(5)  外国人人口比率上位自治体への本アンケート調査 

 外国人人口比率が上位の自治体に対する本アンケート調査を行い，ごみ出し問題の更なる現

状と，現行の情報提供方法の特徴や課題，改善傾向，効果への考えを明らかにする． 

(6) 外国人の意見を聞く機会を設ける自治体への追加アンケート調査 

 本アンケート調査結果において，問い合わせ以外に外国人の意見を聞く機会を設けていると

回答した 15 自治体を対象とし，機会を設けるにあたっての工夫や実際に寄せられた意見など

を明らかにする． 

(7) 印刷物傾向調査 

 提供を受けた自治体の印刷物の中から，本アンケート調査において，内容に関する回答があ

った印刷物や，日本語版や日本語の併記が見られる印刷物を対象とし，111 自治体の 146 種，

408 件の印刷物（日本語版を除く）に関して，形状や大きさ，ページ数，言語掲載の形式，印

刷の刷り色，視覚情報（イラストなど）について掲載状況を明らかにする． 

(8) 考察 

以上の調査結果を踏まえて，現行の情報提供方法の課題を明らかとし，改善への提案を行う． 

  

1-5 本研究の構成 

 本研究の構成は以下のとおりである． 

第一章 本研究の背景・目的・意義・方法・構成・用語の序論． 

第二章 本研究の対象である外国人住民と情報提供方法の概要について記述する． 

第三章 本研究の目的を達成するための調査対象および調査方法について記述する． 

第四章 調査結果に基づき，外国人によるごみ排出問題行動の現状について記述する． 

第五章 調査結果に基づき，自治体による情報提供方法の現状について記述する． 

第六章 本研究の結論と今後の課題について記述する． 
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1-6 本研究における用語の定義 

本研究での主な用語について説明する． 

・ごみ排出問題行動 

ごみ排出行動が各自治体によって，定められた規則と異なる場合，それらを「ごみ排

出問題行動」と定義する．そのため，不法投棄のような大きな問題だけではなく，排出

日時や分別など日常的に発生する問題行動についても定義に含む． 

・n 

有効回答自治体数を表す． 

・m 

有効回答取り組み件数を表す． 
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第二章 外国人住民を取り巻く状況について 

 

2-1 はじめに  

本章では，本研究の対象である外国人住民とその背景，情報提供を取り巻く状況につい

て述べる． 

 

2-2 日本国内の外国人動向  

2-2-1 日本国内の外国人人口推移 

総務省の在留外国人統計をもとに作成された「在留外国人（登録外国人）数の推移（毎

年度末現在）」を図 2-1 に示す． 

 

 

 

図 2-1 在留外国人（登録外国人）数の推移（毎年度末現在）1)
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時点で，207 万人が在住していることが分かる注 1)．また，国籍別にみると，植民地支配に

由来する特別在住者（オールドカマー）が年々減少しており，その他の国籍の住民が増加

していることが分かる．田中によれば，特に 1989 年の入管法改正以来，日系人（ブラジル

籍，ペルー籍）が急増し，自動車関連産業などに多く従事している 2)という．また 2008 年

以降の外国人人口の減少については，リーマンショック時にこれらの日系人が解雇された

ことと，2011 年の東日本大震災の発生が影響している 2)とされる． 

しかし，一方で総務省の在留外国人統計（国籍・地域別在留資格（在留目的）別在留外

国人調査結果 2014 年）3)から，筆者が外国人定住者数注 2)を算出すると，外国人定住者は在

留外国人全体の 65%を占めており，不況や震災を経てなお日本国内に留まる外国人がいる

ことから，今後は日本国内への定住化の傾向が見られると推測される． 

 

2-2-2 日本国内の外国人労働力状態 

厚生労働省によると，外国人労働者の内，専門的・技術的労働者は全体の 2 割に過ぎず，

その他が労働者全体の 8 割を占めている 4)．そして，その他の在留資格を持つ日系人や技

能研修生のほとんどは単純労働に従事している 5)．外国人労働者は安価で，柔軟性のある

便利な労働者として，雇用主の需要がある 5)とされており，実際にリーマンショックなど

の不況時に，自動車産業において，日系人が真っ先に解雇されるといった問題が見られて

いる 2)． 

また，総務省統計局「平成22年国勢調査 産業等基本集計結果」6)から，「産業（大分類）

別15歳以上外国人就業者の割合－全国（平成22年）」を図2-2に示す．  

 

 

図2-2 産業（大分類）別15 歳以上外国人就業者の割合－全国（平成22年）6)
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製造業に従事するものが最も多く，全体の 33.6%を占める結果となり，単純労働への従

事が伺える．国籍別にみると，ブラジル籍において特に，「製造業」従事の比率が高く，そ

の他のフィリピン籍，中国籍，ペルー籍などにおいても，「製造業」の割合は日本人と比べ

て 2 倍以上の値を示している．一方で，アメリカ籍においては，教育，学習支援業が最も

多く，韓国・朝鮮籍に関しては，日本人の労働力状態とほぼ変わらない結果となっている．

国籍ごとに偏りがあるが，76 万人の外国人が日本の労働市場を支えていることが分かり，

今後の少子高齢化を考慮すると，外国人労働者への需要が十分に見込まれる． 

また外国人受け入れに関しては，文科省および関係省庁によって，2020 年までに留学生

受け入れ 30 万人を目指す，「留学生 30 万人計画」が策定されている 7)． 

 

2-3 外国人と生活に関わる問題 

 定住が進むにつれて，外国人と生活に関わる問題が報告されている．まず，稲葉らの都

道府県営住宅に対するアンケート調査 8)から，「都道府県営住宅における管理上の問題」の

グラフを図 2-3 に示す．図 2-3 は，外国人入居に伴う住宅管理上の問題を示しており，特

に多く挙げられるのが，「ごみの出し方・不法投棄」，「生活雑音」などの問題であることが

分かる 8)．  

 

 

図2-3 都道府県営住宅における管理上の問題（n=47）8) 

 

さらにこの「ごみの出し方」の問題は，稲葉による外国人住民の多い関東・中部地方の
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のような生活に関わる問題は，住宅管理者の違いに関わらず概ね共通している問題である
9)と考えられている．その他の論文や文献においても，群馬県 10)，愛知県 11)などの各地域
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で，外国人によるごみ出し問題の発生の報告がなされている．特に群馬県営住宅を対象と

した北原の研究 10)においては，外国人によるごみ出し問題の内容について，「家具，家電

などの粗大ごみの放棄」や「決められた曜日を守らずにごみを放置する」といった事例を

報告している 10)．  

 これらの外国人に関する問題の主な原因としては，①日本語案内への理解不足 10)，②そ

うした生活ルールを守らなければいけないという認識が弱いこと 10)，③勤務時間や生活時

間の違い 8)，12)などが挙げられている．  

 対応面からみると，一般的な対応方法として，外国語で表記した分別ごみの捨て方や住

まい方のルールを記したパンフレットの配布，注意勧告用紙の掲示およびポストへの投函，

ごみ捨て場での外国語プレートの設置が挙げられる 8)という．また，転入時における自治

体の取り組みとして，三重県四日市と静岡県磐田市の外国人住民に対するオリエンテーシ

ョンの事例が紹介されている 8)． 

 しかし，全体として，ごみ出し問題の詳細な内容や自治体の対応に関する記述は少なく，

廃棄物分野から取り組まれた論文は現段階で見つかっていない． 

 

2-4 廃棄物分野における情報提供の重要性に関する先行研究調査結果 

廃棄物分野から情報提供に関しては，神崎らが，一般家庭を対象として，啓発パンフレ

ットを用いた「家庭ごみ計量調査」を実施している 13)．この調査は，啓発パンレットの配

布が行われる実験群と，働き掛けを受けない統制群の 2 つのグループに分けて実施されて

いる． 

結果としては，働き掛けが行われた後の実験群の調査データを，働き掛けが行われなか

った統計群の調査データと比較すると，処理処分量原単位（g/人・日）が，86g（27.2%）

少ないことが明らかとなり，情報提供を伴う働き掛けによるごみ減量効果が確認されてい

る．組成別に見ると，可燃ごみ（28g），厨芥類（24g），紙類（新聞，雑誌以外）（21g），そ

の他（14g）となり，啓発パンフレット働き掛けが幅広いごみの種類の減量に影響を及ぼす

ことが明らかとなった．また，4 ヶ月後の調査でも減量が確認されたことから，継続的な

効果が得られることが示されている． 

 

2-5 外国人と情報提供を取り巻く状況 

 外国人とひとくくりに表現されていても，日本における生活の長さなどは様々であり，

外国人住民の日本語に対する理解度はグラデーションのように幅広い 5)． 

滋賀県長浜市におけるブラジル人住民への調査 14)では，「聞く」，「話す」，「読む」，「書

く」能力に関して，ばらつきが見られ，特に「読む」，「書く」といった文書能力が高いと

は言えないことが明らかにされた．また，日本語を｢読む｣という能力に関しては，「漢字」

を読む能力と「ひらがなおよびカタカナ」を読む能力にさらに分けることができる． 

千葉市における中国籍・韓国籍住民を中心とした調査 15)においては，漢字を理解できる
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との回答が，約 8 割となったが，愛知県における日系ブラジル人に対する調査 11)において

は，ひらがなやカタカナが読める場合が多いのに対して，漢字を読めて理解できるという

回答は 1 割弱に過ぎない．このように外国人住民の国籍によっても，日本語の理解に対し

て，違いがあると考えられる． 

また，生活に関する情報の取得方法については，各調査から，「友人・知人」，「母国語の

新聞・雑誌・チラシ」からが多く，市広報誌や，行政 HP からの情報入手は少ない傾向に

あることが明らかとなっている 14)，15)．また，行政情報の利用が少ないことに関しては，

漢字や難しい単語が混ざっている文章を読むのが苦手であるということが主な理由として

報告されている 15)．各自治体においては，行政情報の多言語化が進んでいる 5)が，十分と

は言えない場合があり，更なる拡充が求められている 14)．  

ごみ出しに関する情報に関しても，上記のように在住歴の長い母国出身の友人・知人な

どから得ることができるだろう．しかし，日本人でも間違って認識しやすいごみの分別や

出し方に関しては，行政からの確実性のある情報提供が望ましいと考えられる． 

 

2-6 まとめ 

外国人住民に関しては，現在，207 万人の外国人が日本国内に存在する他，少子高齢化

に伴い，外国人労働者は日本の経済を支える重要な働き手としての需要が見込まれている． 

しかし，一方で外国人人口の増加に伴って，生活に関する問題も報告されるようになっ

た．主な問題としては「ごみの出し方・不法投棄」，「生活騒音」などが挙げられる．これ

らに関しては，個々の事例が各論文において報告されるものの，全国的な発生状況やごみ

出し問題の詳細などは，明らかにされておらず，廃棄物分野から取り組まれた先行研究は

確認できていない． 

また，廃棄物分野における先行研究からは，啓発パンフレットを用いた情報提供に関し

て，ごみ減量効果が確認され，その重要性が明らかとなっている．しかし，外国人への情

報提供に関しては，多言語のパンフレットによる取り組みなども見られるが，依然として

母国語による情報提供の拡大が求められている．また，情報の確実性という観点からも，

特に自治体による情報提供が望ましいと考えられる． 

よって本研究は，外国人によるごみ出しに関する問題の発生状況を明らかにした上で，

特に自治体による情報提供に着目して研究を進めた．以下は第三章に示す調査方法により，

第四章において，外国人によるごみ排出問題行動の現状を，第五章で自治体による情報提

供の現状についてそれぞれ報告する． 

 

［注］ 

   

注 1) グラフ作成者の本川によれば，住民基本台帳法などの改正で 2012 年 7 月 9 日，在

日外国人の外国人登録が廃止され住民登録に移行するなど，変更が見られるため，この



10 

 

図録の外国人数も 2012 年末から影響を受ける可能性がある 1)という． 

 

注 2) ここでの外国人定住者とは，「特別永住者」，「永住者」，「定住者」，「永住者の配偶

者」，「日本人等の配偶者」の在留資格を持つ者とする．（特別永住者 363,893 人，永住者

664,949 人，定住者 159,596 人，永住者の配偶者 25,849 人，日本人等の配偶者 148,431 人，

合計 1,362,718 人を在留外国人総計 2,086,603 人から算出．）  
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